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二俣公民館祭り　


2/27～3/2


戦前戦中の生活手記などを展示します。展示準備は２月２５日。





天下り先企業�
人数�
�
三菱重工業�
28�
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21�
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三菱電機　　�
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東芝�
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川崎重工業　�
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�
石川島播磨�
12�
�
富士通�
11�
�
日立製作所　�
10�
�
セノン　　�
9�
�
小松製作所　�
9�
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イラクの航空自衛隊


ほとんどが兵士と


軍事物資の輸送


二〇〇六年七月、陸上自衛隊はイラクから撤退しましたが、航空自衛隊は依然として、米軍などの兵士や軍事物資の輸送をしています。


イラクに駐留する国も二〇カ国余となり、オーストラリアにはイラクからの撤退を掲げる政権が誕生。


米国自体もブッシュ大統領の支持率は二〇％台、来年の








２００８年　五月の行事


５月１１日(母の日)　静岡県母親大会 


浜名高校　当会も後援団体になりました





５月３日～６日　《９条世界会議》幕張メッセ


高遠菜穂子さんからメッセージ「国際社会から求められている支援や協力に、日本人らしいやり方が提案できれば。」


５月３日　昨年に続いて「九条を守ろう」の新聞広告に応募します。新聞名は後日





　


　　











かい、ＡＷＣＳやジェットヘリが配備され、目隠しの網が張られた中で訓練が行われています。


ミサイル防衛システム（ＭＤ）のためのパック３訓練部隊も来年度配備されます。

















民主党《テロ法》対案


　政府案よりこわい！


民主党は二十一日、政府の「新テロ特措法案」の対案を参議院に提出しました。


同法案は、人道復興支援を中心としつつ、①自衛隊のアフガン本土への派遣、②武器使用基準の緩和のほか、③自衛隊派兵の恒久法の早期整備、④インド洋での海上阻止活動への参加検討も内容としています。


これでは政府案以上に憲法に違反する内容です。


また、アフガニスタン政府が進めている「反政府勢力と交渉による和平」＝《平和と和解のプロセス》に逆行するものです。
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大統領選挙で民主党政権が誕生すれば、イラクからの撤退の可能性があります。


日本はアメリカを中心とする多国籍軍への参加という関り方から、非軍事の


経済面、医療、教育面の支援に切り替えるべき時期に来ています。


実戦部隊化進む


浜松基地


私たちの身近なこととして浜松基地の問題があります。


Ｔ４ジェット練習機が飛び














『21世紀人類社会と


日本国憲法』（伊藤恭彦静大教授）～～１１．７コープ静岡平和学習会～～


「戦争はイヤだ」だけでは九条は守れない。


憲法前文は“積極的平和構築”を理念としている。これを生活現場（環境・人権・格差）、国政、グローバル社会へと拡大してゆくことが重要。


「他国が攻めてきたらどうする？」という考えは、１００年前（第一次大戦前）の発想。人類の歴史は発展している。


「戦争放棄・非武装主義は甘い理想論」といわれるが、世界の大きなトレンドを読み解けば現実論である。


「常識倫理」に立った、まともな平和構想を築いていこう。


広い視点からの、勇気付けられる講演でした。（KT）








天下り　（山田洋行へは四人）


企業への天下り人数と受注金額は密接に関連があるといわれます。水増しも当然のこと。ここに防衛省と軍需企業の構造的癒着があります。


山田洋行汚職は氷山の一角です。


政党献金


さらに軍需企業から自民党などへの献金―――政官軍財の癒着構造が作り上げられています。








守屋武昌前防衛事務次官が収賄容疑で逮捕されました。


防衛省（庁）への水増し請求が発覚した軍需商社、山田洋行への便宜供与の見返りにゴルフ接待や賄賂を貰っていました。癒着の構造をのぞいて見ると……











底なしの政・官・軍・財の癒着
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水増し請求


二重計上や、工数（製造時間）の水増しなどで、九八～〇七年度防衛省が認めただけで十二社、十四億円を超えます。業者の言い値で支払う。文字通り軍需産業に群がるハイエナ！


《天上がり》


兵器開発、試作を進める防衛省の技術研究本部へ、企業が優秀な技術者を出向させる。防衛省の定員ではとても大企業の技術陣に太刀打ちできません。次期戦闘機も軍艦も大企業が決めているといっても過言ではありません。





９の日行動


十二月九日、市内四か所で、平和スピーチをしました。映画『日本の青空』のこと、テロ特措法のことを語り、憲法九条を守ろうと訴えました。
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